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「医療サービスの質の向上等のためのレセプト情報等の活用に  

関する検討会」開催要綱  

1 目 的   

平成20年4月1日から施行される「高齢者の医療の確保に関する法律」において、医  

療費適正化計画の作成等のための調査・分析に必要な情報を保険者等が厚生労働大臣に提   

出することとしており、その一環としてレセプト情報等の提供を想定しているところであ   

る。   

このため、医療費適正化計画の作成等に活用することも含め、提供されたレセプト情報   

等を医療サービスの質の向上等のために、どう活用すべきかを検討するため、関係者の参  

集を得て、厚生労働省保険局長が開催する。   

2 検討事項   

（1）レセプト情報等の収集方法のあり方   

（2）レセプト情報等の分析にあたっての方法・用途のあり方   

（3）国以外によるレセプト情報等の活用のあり方  

（4）その他  

3 検討会の構成  

（1）検討会は、学識経験者、医療保険に係る関係機関の代表者から構成し、メンバーは別   
紙のとおりとする。  

（2）保険局長は、必要に応じてメンバー以外の関係者の出席を求めることができる。   

4 検討会の運営  

（1）検討会に座長1名を置くこととし、メンバーの中から互選する。  

（2）座長は検討会を進行し、意見を集約する。  

（3）検討会の庶務は、厚生労働省保険局総務課保険システム高度化推進室が行う。  

（4）検討会の議事は、別に検討会において申し合わせた場合を除き、公開とする。  

（5）この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、検討会において定  

める。  

附 則  

この要綱は、平成19年7月12日から施行する。   



（別 糸氏）  

「医療サービスの質の向上等のためのレセプト情報等の活用に  

関する検討会」メンバー名簿  （50音順）  

日本労働組合総連合会 総合政策局 部長  
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員、東京大学工学部非常勤講師）  

国際医療福祉大学大学院院長  

）   

）  
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資 料 2  

○高齢者の医療の確保に関する法律（抜粋）  

（医療費適正化計画の作成等のための調査及び分析等）  

第16条  厚生労働大臣は、全国医療費適正化計画及び都道府県医療費適正  

化計画の作成、実施及び評価に資するため、次に掲げる事項に関す  

る情報について調査及び分析を行い、その結果を公表するものとす  

る。  

医療に要する費用に関する地域別、年齢別又は疾病別の状況その他  

の厚生労働省令で定める事項  

医療の提供に関する地域別の病床数の推移の状況その他の厚生労働  

省令で定める事項  

2  保険者及び第四十八条に規定する後期高齢者医療広域連合は、厚生労働   

大臣に対し、前項に規定する調査及び分析に必要な情報を、厚生労働省令  

で定める方法により提供しなければならない。  

（支払基金等への委託）  

第17条  厚生労働大臣は、前条第一項に規定する調査及び分析に係る事務  

の一部を社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十  

九号）による社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）  

又は国民健康保険法第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体  

連合会（以下「国保連合会」という。）その他厚生労働省令で定め  

るものに委託することができる。   



資 料 3  

全国医療費適正化計画  

（案）  

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、同法   

が施行される平成20年4月に策定する「計画」で   

あるが、関係者の準備に資するよう、現時点での   

案を公表するものである。  

平成19年4月  

厚生労働省   
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第2章 医療費を取り巻く現状と課題  

1現状  

（1）医療費の動向‥‥‥  

（2）平均在院日数の状況  

（3）療養病床の状況  

（4）生活習慣病の有病者及び予備群の状況  

第3章 目標と取り組み  

1基本理念…．＿  

（1）国民の生活の質の維持及び向上を図るものであること  

（2）超高齢社会の到来に対応するものであること  

2 医療費適正化に向けた目標  

（1）国民の健康の保持の推進に関する達成目標  ……‥ 9  

…．．．．10   （2）医療の効率的な提供の推進に関する達成目標  

（3）計画期間における医療に要する費用の見通し  

3 目標を達成するために国が取り組むべき施策  

（1）国民の健康の保持の推進に関する施策   

（2）医療の効率的な提供の推進に関する施策．  

第4章 計画の達成状況の評価．．…‥‥‥．…‥‥  
1進捗状況評価  

2 実績評価  



全国医療費適正化計画（案）  

第1章 計画の位置づけ   

我が国は、国民皆保険の下、誰もが安心して医療を受けることができる医療制度を実現し、  

世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を達成してきた。しかしながら、急速な少子高齢化、  

経済の低成長、国民生活や意識の変化等医療を取り巻く様々な環境が変化してきており、国民  

皆保険を堅持し続けていくためには、国民の生活の質の維持及び向上を確保しながらも、国民  

の健康の保持、医療の効率的な提供に向け、それぞれ政策目標を設定し、これらの目標の達成  

を通じて、結果として将来的な医療費の伸びの抑制が図られることを目指すものである。   

このための仕組みとして、平成18年の医療制度改革において、医療費適正化を推進するため  

の計画に関する制度が創設された。   

厚生労働大臣が作成する全国医療費適正化計画（以下「全国計画」という。）については、高  

齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）において、以下のとおりの内容のも  

のとして規定されている。  

（∋全国計画の期間  

全国計画の期間は5牢とする。  

（∋全国計画に掲げる事項  

全国計画においては、次に掲げる事項を定める。  

→．国民の健康の保持の推進に関し、国が達成すべき目標に関する事項  

二．医療の効率的な提供の推進に関し、国が達成すべき目標に関する事項  

三．前二号に掲げる目標を達成するために国が取り組むべき施策に関する事項  

四．第一号及び第二号に掲げる目標を達成するための保険者、医療機関その他の関係者の   

連携及び協力に関する事項  

五．計画期間における医療に要する費用の見通しに関する事項  

六．計画の達成状況の評価に関する事項  

七．前各号に掲げるもののほか、医療費適正化の推進のために必要な事項  

（∋全国計画の作成の手続及び公表  

全国計画を定め、又はこれを変更しようとする時は、予め関係行政機関の長に協議す   

る。  

全国計画を定め、又はこれを変更した時は、遅滞なくこれを公表する。  

④全国計画の作成及び全国計画に基づく施策の実施に関する協力  

全国計画の作成及び全国計画に基づく施策の実施に関して必要があると認める時は、   

保険者、医療機関その他の関係者に対して必要な協力を求めることができる。  

（9全国計画の進捗状況に関する評価  

全国計画の中間年（3年度目）に進捗状況に関する評価を行うとともに、その結果を   

公表する。  

－1－   



全国医療費適正化計画（案）   

⑥全国計画の実績に関する評価   

全国計画の期間終了年度の翌年度において、目標の達成状況及び施策の実施状況に関   

する調査及び分析を行い、実績に関する評価を行うとともに、その結果を公表する。  

＿り＿  



全国医療費適正化計画（案）  

第2章 医療責を取り巻く現状と課題  

1現状   

（1）医療費の動向  

平成16年度の国民医療費は32兆1111億円、前年度の31兆5375億円に比べ5737億  

円、1．8％の増加となった。過去10年の推移を振り返ると、国民医療費の伸び率は、毎  

年度国民所得の伸び率を上回っている。  

介護保険制度の導入により国民医療費の対象範囲が小さくなった平成12年度を除き、  

また平成11年度及び13年度を除く各年度において、 患者の一部負担増や診療報酬のマ  

イナス改定といった国民医療費の抑制につながる取組を行ってきているが、こうした取  

組がない年においては、国民医療費は概ね年間1兆円（年率約3～4％）ずっ伸びる傾向  

にある。  

図表1：医療士の動向  

00   
9  

8  

7  

6  

5  

4  

3   

2   

1  

0   

9  10  
■音素青々∴・告蕪村色相・  

11  12 13  
・一弾字筆削害  

14  15 16年度  
・号‘、薫育酬・・丁貢嘩青十・、・畠‘再華や・  

7  8   

竜∴－ …：蓮抵主・’  

汀モ’てり十芦簡  
‾冒，曇；旦  冥1官等†・モ■’■・宣  ・l  業・モ等■ざ‾斉 ‾㌢圧迫  

‘■∴   1吉■◆空  享上∵  
・ ・」  

学こ   

’ 
T七葺ニ‾十   
▲1ノ  

図表2：国民医療費等の対前年鹿伸び率（％）  

H7   H8   H9   HlO  Hll  H12  H13  H14  H15   H16   

国民医療費   4．5   5．6   1．6   2．3   3．8   ▲1．8   3．2   ▲0．5   1．9   1．8   

老人医療費   9．3   9．1   5．7   6．0   8．4   ▲5．1   4．1   0．6   ▲0．7  ▲0．7   

国民所得   0．1   3．3   1．2   ▲3．1  ▲1．6   1．5   ▲2．8  ▲1．7   1．8   1．8   

注1：国民所得は、内閣府発表の国民経済計算（2006年5月発表）による。  
注2：老人医療費は、平成14年の制度改正により、対象年齢が70歳から段階的に引き上げられており、平成16年10月より72歳以上となって  
いる。  

また、老人医療費についてみると、平成11年度から平成16年度までほぼ横ばいの額  

となっているが、これについては、平成12年度には介護保険制度の導入に伴って老人医  

療費の一部が対象範囲から除外されるようになったこと、平成14年10月からはそれま  

での70歳以上としていた老人医療費の対象範囲が段階的に75歳まで引き上げられるこ  

－3－   



全国医療費適正化計画（案）  

ととなったことにも留意する必要があり、実際には医療費の伸びの多くは高齢者の医療  

費の伸びによるものである。   

また、1人当たり医療費（平成16年度）を見ると、75歳以上は年間81．5万円である  

のに対し、75歳未満では年間19．8万円と約4倍の開きがある。人口の高齢化の進展に  

伴い、今後も老人医療費が国民医療費に占める割合は増加し、平成37年度においては半  

分程度を占めるようになると予想されている。  

（2）平均在院日数の状況  

我が 国の平均在院日数とは、病院に入院した患者の1回当たりの平均的な入院日数を   

示すものであり、その算定にはいくつかの考え方があるが、病院報告においては次の算  

式により算出することとされている。  
■‾‾‾‾‾■■■‾－■－■■■■■■■■－－－■■－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－t  

調査期間中に在院した患者の延べ数  

平均在院日数＝  

（調査期間中の新入院患者数＋退院患者数）÷ 2   

平成17年度は、全病床では35．7日となっており、病床の種別ごとにみると、精神病  

床で327．2日、療養病床で172．8日、また一般病床では19．8日となっている。   

都道府県ごとの平均在院日数と1人当たり老人医療費（入院）の関係をみると、高い相  

関関係にある（図表4参照）。  

図表3：病床の種類別の平均在院月数（単位：日）  

年次   全病床   精神病床  感染症病床  結核病床  療養病床  一般病床   
平成16年（2004：′   36．3   338．0   10．5   78．1   172．6   20．2   

平成17年（2005：▲   35．7   327．2   9．8   71．9   172．8   19．8   
資料：大臣官房統計情報部「平成17年病院報告」   

－4－   



全国医療費適正化計画（案）  

国表4：平均在院日数と1人当たり老人医療兼（入院）の相関  
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資料：厚生労働省大臣官房統計情幸陪β「平成16年病院報告」、厚生労働省保険局「老人医療事業年季艮」（平成16年度）より作成  

（3）療養病床の状況  

主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるための病床である療養病床  

（回復期リハビリテーション病棟である療養病床を除く）は、全国に約35．2万床（病院  

報告／平成18年8月）あり、医療保険適用の医療療養病床が約23．4万床、介護保険適  

用の介護療養病床が約11．8万床となっている。  

療養病床への入院患者には、患者の状態が安定しているため、医師による指示の見直  

しが頻繁には必要でない方も利用している実態がある（図表5）。  

国表5：医師による指示の見直しや甘理が必辛な頻度  

0％  201  40％  601  80ち  100％   

□24時間体制用＝日数回巳年日□週2■一3回積立口遇1回程度田ほとんど必要なしロ無回答  

資料：中医協「慢性期入院医療実姉査」（平戊17年11月11日中医協資料）  

ー5－  



全国医療費適正化計画（案）  

（4）生活習慣病の有病者及び予備群の状況  

高齢化の急速な進展に伴い、疾病構造も変化し、疾病全体に占めるがん、虚血性心疾   

患、脳血管疾患、糖尿病等の生活習慣病の割合は増加し、死亡原因でも生活習慣病が約   

6割を占め、医療費に占める生活習慣病の割合も国民医療費の約3分の1となっている   

（図表6）。  

生活習慣病の中でも、特に、心疾患、脳血管疾患等の発症の重要な危険因子である糖   

尿病、高血圧症、高脂血症等の有病者やその予備群が増加しており、また、その発症前   

の段階であるメタポリックシンドローム（内臓脂肪症候群）が強く疑われる者と予備群   

と考えられる者を合わせた割合は、男女とも40歳以上では高く、男性では2人に1人、   

女性では5人に1人の割合に達している（図表7）。  

医療費適正化に向けた取組においては、糖尿病、高血圧症、高脂血症等の発症、ある   

いは重症化や合併症への進行の予防に重点を置き、生涯にわたって生活の質の椎持・向  

上を図ることが重要である。  

なお、生活習慣病としてがん（悪性新生物）も大きなウェイトを占めているが、がん   

対策に1）いては、別途「がん対策推進基本計画」に基づいて対策を進めていくこととし  

ている。  

国表6：医療貞と死因（生活習慣病に分類される疾患）  

死因別死亡割合（平成16年）   

生活習慣病‥・61．0％  
医療費（平成16年度）  

・・10．4兆円  生活習慣病   

重民医療班 321兆円．－一一－  ・ ＼ざ主チ三声一戸●L肇  
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全国匡凍費適正化計画（案）  

図表7：メタポリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の状況（20歳以上）  

蹟  2山一29歳   31I－39会  心l－ヰ9蓋   50－59鐘   6蝕一伝9i   了8達見上 （再掛ロー丁4蓋  

臼メ練りブタシンドロー▲（内臓脂肪症候蘇）の予箇蘇と考えられる書（農園≧90Gm＋項目1つ墓誌当）  

団メ弥りブタシンドローム（内臓t旨腹症換前が強く露ゎれる書（歴眉l≧80Gm＋項目2つ以上該当）  

荘敢  2D－2p鐘   30－39歳  

資料：平成16年国民健康・栄養調査  

一口－4事象  5ロー5p歳  61卜69歳   丁8歳以上 （再藍）引卜了●鐘  
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全国医療費適正化計画（案）  

第3章 目標と取り組み  

1基本理念   

（1）国民の生活の質の維持及び向上を図るものであること  

医療費適正化のための具体的な取組は、第一義的には、今後の住民の健康と医療の在  

り方を展望し、住民の生活の質を確保・向上する形で医療そのものの効率化を目指すも  

のでなければならない。  

（2）超高齢社会の到来に対応するものであること  

現在は杓1，300万人と推計される75歳以上の人口は、平成37年には約2，200万人に  

近づくと推計されており、これに伴って国民医療費の約三分の－を占める老人医療費が  

国民医療費の半分弱を占めるまでになると予想される。  

これを踏まえ、医療費適正化のための具体的な取組は、結果として老人医療費の伸び  

率を中長期にわたって徐々に下げていくものでなければならない。  
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全国医療費適正化計画（案）  

2 医療費適正化に向けた目標   

国民の受療の実態を見ると、高齢期に向けて生活習慣病の外来受療率が徐々に増加し、次に  

75歳頃を境にして生活習慣病を中心とした入院受療率が上昇している。これを個人に置き換え  

てみると、不適切な食生活や運動不足等の不健康な生活習慣がやがて糖尿病、高血圧症、高脂  

血症、肥満症等の生活習慣病の発症を招き、通院し投薬が始まり、生活習慣の改善がないまま  

に、その後こうした疾患が重症化し、虚血性心疾患や脳卒中等の発症に至るという経過をたど  

ることになる。   

一方、一人当たり老人医療費を見ると、一番低い長野県が年間約60万円、一番高い福岡県が  

約90万円で、1．5倍の差がある。入院医療費がその格差の大きな原因であり、そして、その入  

院医療費は平均在院日数や病床数と高い相関関係を示している。   

以上のことから、医療費の増加を抑えていくために重要な政策は、一つは、若い時からの生  

活習慣病の予防対策である。生活習慣病の境界域段階で留めることができれば、通院患者を減  

らすことができ、更には重症化や合併症の発症を抑え、入院患者を減らすことができる 。もう  

一つは、入院期間の短縮対策である。これに関しては、急性期段階の入院と慢性期段階の入院  

とでは手段を別に考える必要があり、第一期の計画期間においては慢性期段階に着目し、療養  

病床のうち医療の必要性の低い高齢者が入院する病床を介護保険施設等に転換することを中心  

に据えて、医療機関における入院期間の短縮を図る。   

こうした考え方に立ち、かつ1の基本理念を踏まえ、国が達成すべき目標として、それぞれ  

（1）（2）のように設定する。  

（1）国民の健康の保持の推進に関する達成目標  

平成27年度において、 メタポリックシンドロームの該当者及び予備群を平成20年度  

と比べて25％減少させるという目標を念頭に置きつつ、平成24年度において達成すべき  

目標を、次のように設定する。  

（∋特定健康診査の実施率  

平成24年度において、 40歳から74歳までの対象者の70％以上が特定健康診査を受診   

することとする。  

②特定保健指導の実施率  

平成24年度において、当該年度に特定保健指導が必要と判定された対象者の45％以上   

が特定保健指導を受けることとする。  

③メタポリックシンドロームの該当者及び予備群（特定保健指導の実施対象者）の減少率  

平成24年度において、 当該年度に特定保健指導が必要と判定された対象者が、平成   

20年度と比べて10％以上減少することとする。  
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全国医療費適正化計画（案）  

（2）医療の効率的な提供の推進に関する達成目標  

以下の目標を基本とするが、各都道府県が設定する目標値との整合を図りつつ、設定  

する。  

①療養病床（回復期リハビリテーション病棟である療養病床を除く。．以下同じ。）の病床数  

平成24年度における、全国の療養病床を  00万床  とする。  

（注）現時点では未定。今秋を目途に、各都道府県における目標値の設定状況を踏まえ  

て設定する。  

②平均在院日数  

医療制度改革大綱（平成17年12月 政府・与党医療改革協議会）等において、平成   

27年産までに、全国平均の平均在院目数について、最短の長野県との差を半分に短縮す   

る長期目標が定められている。  

医療費適正化計画においては、平成27年度までに、医療費の対象となる病床に係る平   

均在院日数（以下この節において、単に「平均在院日数」という。）について、最も短い   

都道府県との差を半分にすることが求められる。  

これを踏まえ、平成24年時点における目標値は、全国平均（平成18年病院報告）と最   

短の都道府県との差を9分の3短縮し、平成24年の病院報告（平成25年12月頃公表の   

見込み）において、 全国平均の平均在院日数を00．0日※とする。  

ただし、具体的な数値目標の算定にあたっては、全体的な平均在院日数はここ数年低   

下傾向にあり、最も短い都道府県の平均在院日数が計画期間中に短縮した場合は、その   

影響についても考慮することとし、平成22年度の中間評価において必要な見直しを行う。  

※今夏を目途に公表される平成18年病院報告を基に記入する。  

（3）計画期間における医療に要する貴用の見通し  

国民医療費は、平成18年度の医療制度改革の実施前で、平成20年度は37兆円程度、   

平成27年度は47兆円程度になるところが、改革実施後では、平成20年度は35兆円程  

度、平成27年度は44兆円程度になると見通されており、10兆円の増加となるところが   

9兆円の増加に抑えられていることから、医療費適正化の効果は、平成27年度で約1兆  
円程度と考えられる。  

注：なお、2（1）及び（2）の目標が達成されることによる平成24年度時点でのそれぞれ  

の医療費適正化効果については、各都道府県における目標値の設定状況を踏まえ示して  

いく予定。   

また、2（1）に関しては、特定健康診査と特定保健指導によって生活習慣病の危険因子  

を減らし、その結果、生活習慣病の患者数が減少し、それに伴って医療費が軽減される  

という経過をたどることから、医療費の軽減の効果が明確に現れてくるまでに数年は要  

すると考えられる。  
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3 目標を達成するために国が取り組むべき施策   

（1）国民の健康の保持の推進に関する施策  

①医療保険者による特定健康診査及び特定保健指導の推進  

医療保険者による特定健康診査及び特定保健指導の取組が、効率的かつ効果的に実施  

されるよう、次のような支援を行う。  

ア 保健事業の人材養成  

医療保険者が特定健康診査等実施計画を策定し、同計画に基づく着実な保健事業の   

展開を支援するため、各医療保険者における保健事業の企画立案、実施及び実施後評   

価を行える人材の養成を支援する。  

特に、保健指導の実施者の質的及び量的な確保が重要であり、保健指導の実施に携   

わる医師、保健師及び管理栄養士等に対する実践的な特定保健指導のプログラムの習   

得のための研修の実施を支援する。  

イ 特定健康診査及び特定保健指導の内容の見直し  

平成20年度以降の特定健康診査及び特定保健指導に関するデータの蓄積、現場での   

優れた実践例の把握等を踏まえ、これらを分析することにより、より効果的かつ効率   

的なものとなるよう、特定健康診査の項目、特定保健指導の基準等を適宜見直す。  

ウ 集合的な契約の活用の支援   

生活習慣病対策の実効性を高めるためには、多くの被保険者及び被扶養者が特定健   

康診査及び特定保健指導を受けられるようにすることが必要である。  

そのためには、自宅や職場に近い場所で受診でき、被保険者及び被扶養者の立替払   

い等の負担を避けられる体制づくりが必要となるが、このような体制を全国の医療保   

険者が効率的に実現できるよう、複数の医療保険者と複数の健診・保健指導機関間で   

の集合的な契約の枠組みの活用を支援する。  

エ 好事例の収集及び公表  

特定健康診査や特定保健指導の実施率を高めるための取組例、改善率の高い特定保   

健指導の提供例等の、医療保険者又はその委託を受けた健診・保健指導機関における   

好事例を収集し、公表する。  

また、特に優れた取組を行っている医療保険者に対しては、表彰等を行う。  

オ 国庫補助  

保険者に対し、特定健康診査に要する費用等を助成する。  
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②都道府県・市町村の啓発事業の促進  

医療保険者による特定健康診査及び特定保健指導の取組は、都道府県・市町村を中心   

とした一般的な住民向けの健康増進対策（ポピュレーションアプローチによる健康増進   

対策）と相まって、生活習慣病予防の成果を効果的に発挿するものである。  

都道府県・市町村によるポピュレーションアプローチの例としては、健康増進に関す   

る普及啓発や食習慣等に関する特徴の分析及び掟供、特定保健指導の対象となった住民   

に対する運動や食生活の習慣を改善していくための自主活動やサークル活動の立ち上げ   

の支援等も重要になると考えられる。  

国は、マスメディア等を活用した全国的なポピュレーションアプローチに取組むと共   

に、都道府県や市町村における取組に対して適宜助言その他の支援を行う他、先進的な   

事例等については広く紹介する等の取組を行う。  

（2）医療の効率的な提供の推進に関する施策  

（∋療養病床の再編成  

療養病床の再編成は、医療の必要性の高い患者のための療養病床は確保しつつ、医療  

の必要性の低い患者については、こうした方々が利用している療養病床を介護老人保健   

施設（介護保険法第8条第25項に規定するものをいう。以下同じ。）等に転換して受け   

皿とすることとしているものである。これにより、利用者の状態に即した適切なサービ   

スの提供、医療保険や介護保険の適切な役割分担、医師・看護師などの人材の有効な活  

用を図ろうとするものであり、その基本的な考え方を明らかにしながら、再編成が円滑   

に進められるよう必要な支援を行う。診療報酬及び介護報酬の改定においては、計画期   

間中の療養病床の目標数を念頭において、バランスの取れた評価を行う。  

ア 療養病床から介護保険施設への転換に伴う整備費用の助成等  

医療療養病床に対しては、老人保健施設等に転換するために要する費用を、医療保  

険財源（病床転換助成事業）により、介護療養病床に対しては、地域介護・福祉空間  

整備等交付金により助成する。  

平成19年度及び平成20年度、療養病床を老人保健施設等に転換するための改修等  

を行った場合、当該年度の法人税について特別償却（基準取得価額の15％）できるこ  

ととする。  

医療及び介護の必要性の低い患者が多数入院している等の事情により、一時的に資  

金不足等経営が困難になった医療機関に対し、独立行政法人福祉医療機構の経営安定  

化資金の融資を設ける。  

イ 療養病床から老人保健施設等への転換を促進するための基準の特別措置等の実施  

療養病床から老人保健施設に転換する場合に、既存の建物をそのまま活用して老人   

保健施設等へ円滑に転換できるよう、一床あたり床面積の基準を、8平方メートルで   

はなく6．4平方メートルで可とする等、平成23年度まで経過的に施設基準を緩和する   

特例を設ける。  

また、転換により老人保健施設が医療機関に併設されることになった場合、診察室、  
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全国医療費適正化計画（案）  

階段、エレベーター、出入口等の共用を可能とするよう、設備基準を緩和する。   

平成23年度未までの経過措置として、医療保険・介護保険の双方において、医師、  

看護職員の配置等を緩和した療養病床の類型を創設（医療保険における介護保険移行  

準備病棟、介護保険における経過型介護療養型医療施設）。  

ウ 第4期の介護保険事業計画における配慮  

第4期の介護保険事業計画の基本方針を定めるに当たっては、病床の転換が円滑に   

行われるよう、介護保険施設等の入所定員の増加等について適切に配慮する。  

エ 老人保健施設における医療揉供体制のあり方  

健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則第2条に、介護   

老人保健施設及び介護老人福祉施設の基本的な在り方並びにこれらの施設の入所者に   

対する医療の提供の在り方の見直し等を検討することが規定されたことを踏まえて設   

置されている「介護施設等の在り方に関する委員会」において、 介護施設等の基本的   

な在り方やその入所者に対する医療の提供の在り方について、検討を進める。  

②医療機関の機能分化・連携  

都道府県が策定する新たな医療計画においては、がん、脳卒中等の4疾病及び救急医   

療、周産期医療等5事業について、発症から入院、そして居宅等に復帰するまでの医療   

の流れや医療機能に着目した医療連携体制（医療提供施設相互間の機能の分担、及び業   

務の連携を確保するための体制）を、各医療圏域ごとに明示することとし、例えば、地   

域連携クリティカルパスの活用等により医療機関の機能分化と連携を具体的に図ること   

としている。  

これらの取組によって、入院から退院までの切れ目のない医療が提供され、早期に自   

宅に帰れることとなれば、患者のQOL（生活の質）を高めつつ、トータルの入院期間   

が短縮され、医療の効率的な提供の推進に資することとなる。  

この取組が円滑に行われるよう、中小病院等の位置付けや、病院と診療所の機能分化   

の方向性等を明らかにし、その実現を、診療報酬や必要な人材の養成を含めた様々な改   

策により推進する。  

③在宅医療・地域ケアの推進  

新たな医療計画においても、看取りの体制を含めた居宅等における医療までを見通し   

た上で、診療所、病院、訪問看護ステーション、薬局等の相互間の機能の分担と業務の   

連携の状況を明示することとし、これを地域住民に情報提供していくこととしている。  

また、各都道府県の地域ケア整備構想等に基づいた、 介護サービスを含めた地域のケ   

ア体制を計画的に整備するため、住宅政策との連携を図りつつ、高齢者の生活に適した、   

自宅以外の多様な居住の場を広げながら、地域におけるサービス整備や退院時の相談・   

支援の充実を図る。  

－13－   



全国医療費適正化計画（案）  

第4章 計画の達成状況の評価   

定期的に計画7）達成状況を点検し、その結果に基づいて必要な対策を実施する、PDCAサイク  

ルに基づく管理を行う。  

1進捗状況評価   

全国計画の中間年（作成年度の翌々年度）に、全国計画の進捗状況に関する評価を行うとと  

もに、その結果を公表する。   

各都道府県における都道府県医療費適正化計画の評価、及びそれまでの全国レベルでの評価  

等を踏まえて、国全体としての評価を行う。   

評価の結果は、必要に応じ全国計画の見直しに活用するほか、次期全国計画の策定に活かす。  

2 実績評価   

全国計画の期間の終了の日の属する年度の翌年度に、全国計画に掲げる目標の達成状況及び  

施策の実施状況に関する調査及び分析を行い、全国計画の実績に関する評価を行う。   

各都道府県と行う都道府県医療費適正化計画の実績評価、及びそれまでの全国レベルでの評  

価等を踏まえて、．国全体としての実績評価を行う。   

評価結果の活用として、療養病床数の目標を達成し、医療費適正化を推進するために必要が  

あると認める時は、一の都道府県の区域内における診療報酬について、地域の実情を踏まえつ  

つ、適切な医療を各都道府県間において公平に捏供する観点から見て合理的であると認められ  

る範囲内において、他の都道府県の区域内における診療報酬と異なる定めを行うことについて  

の検討を進める⊂，  

ー14－   



レセプト情報・健診情報の収集経路（案）  

r■■‾－■‾一■‾■‾－‾■■‾‾‾‾‾■ 「  

l  

l  

各用途に応じて  
データベース化‡  

l  

高齢者の医療  
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セ
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ト
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レセプト様式  

1．診療報酬明細書（医科、入院）  

2．診療報酬明細書（医科、入院外）  

3．診療報酬明細書（歯科）  

4．調剤報酬明細書  

5．診療報酬明細書（DPC）   



〔診療報酬明細書（医科，入院）〕  

都道晴医環枚間コード   

○ 
診療報酬  

・平成年月分 

市町村  老人医 の受給  
書  県析   階豊麗ほ謂圭芸喜怒                   保険者                洋1098              番 号     ．          聖 7（）  
公鷲鼻椙 療の  

青書1  
被保険者証・被保険者  

手帳等の椚・椚 

区分   積神 結核 療幸 枝合 複療  保険医  

氏  療横側  
の所在  

名  1男 2女 l      明 2大3昭4平  生  地及び  

職務上の事由  名称  

（り  （1） 年 月 日 治ゆ：死亡沖止一  目  
儒  
病  関川 年月 日  日  

毎                    日  
名  

日  
JG                    珊  日  

11初  診       時間外・休日・森夜  向  丘  
13 医学    管理  

14 在  宅  

単位  21内服   

20  雪唯  
投  単位  

24調剤  巳  
築  日  

27調基  
30  回  
注  回  
射  回  
40  回  
処  
置          薬 剤  

回  

義          薬 剤  
6Cl  回  

検 査          薬 剤  
回  

憧噺          薬 剤  

鮎 そ   
円 仙土   薬   剤  

入院年月日  年  月  日  
！氾  点  

× 日Ⅶ   
入  X 日間  

× 日間   
× 8閉  

× 日間  

院  92特定人院科・その他  ※高額療養†  円    数公鷲鼻担点鼓   点   

基準  円×回  長  

97 食  

円×回  

事  
円× 日   

減・免・鶴・l・【・3月超  
は  氷  点      難決 定点 求  円  ♯ 決   定 円  （標準負担額）円  

一尺  点      巣  点  円  糎  円   円  

胃  
点      堆  円  耀  円   円  

様
式
第
〓
 
〓
）
 
（
第
二
粂
関
係
）
 
 
 

備考 1．この用釈は、日本工業規格A列4番とすること。  
2．※印の欄は、記入しないこと。  



〔診療報酬明細書（医科，入院外）〕  

。 
診療報  

平成年月分 

市町村  人医療 こ  

受給号：  番 号  県網  妄三雲‘買主≡蓋志圭謂          喜芸菜恕               保険者   等1098           番 号   望 7（）  

公費負  ム賛負担； 態の 

担著書  又：  被保険者証・被保険者  
号  青書1  
公費♯  公  手帳等の記号・番号  
担著書  

青書号Z  号◎：  

保険医  
疾横側  
の所在  

名1男 2女1明2大3昭4平      生  地及び  

職務上の事由  名称   （ 床）  

（l）  診（1）  年  月  日        治ゆ：死亡：中止   臼  
備（2）  ・（Z） 年 月  日  胃  
病  開（3）  年  月  日  臼  

名   
梵  日  

口  封  臼  

11初  診    時間外・休日・沫夜  回  点  公費分点致  

再診  回  
ユ2   × 同  
再  回  

休日  X 回  
診  × 回  
13医学管理  

往診  回  
14  回  
在  回  

在宅息者訪問診療  回  
宅  

薬剤  
単位  

21内服  X 回  
2022屯服薬剤  単駄  
投 錮用  単位  

X 回  
薬25処方  × 回  

26林寺  回  
27甚句基  

30  回  
注  回  
射   回  
40  回  
処 暦          薬 剤  
50  回  
諾          薬 剤  
60  回  
検  
査         薬 剤  
70  回  
画診  
†璽漸         薬 剤  

回  80  

そ   
一也   

請   求  点 鼓  決  定  点  一瓢負担金萌  円  

減額 割（円）免除・支払猶予  

卓 減  円  

点楽  円繁 高…賛円激醐点数点緊公顆鮎致点  

様
式
第
二
 
（
三
 
（
第
二
粂
関
係
）
 
 
 

備考 1．この用紙は、日本工業規格A列4番とすること。  
2．※印の欄は、記入しないこと。  



〔診療報酬明細書（歯科）〕  

○診療報酬明細書  
（歯科） 

都道府医療桝コード  平成 年 月分県桝                        3華人 4退職   主雫三幸‡     保険者                         給付10 9 8  書 号                        調合 7（）  

市町村  老人医療  ♭■  甑    保険者証・粧保険者  
書 号  書 号  手横等の記号・番号  
公謙   公費負担  
負担者  医療の受  
書号  給著書号  

氏  

名l男2女川2大3昭4平   生  

職務上の事由l駄務上2下船練3月以内3通勤災害  正也隅 の所在 地及び 名称  

名  
実。   

日（日）  

位  転帰治ゆ死亡中止  

初診  時間外（ ）    休日l ）    深夜（ ）  軋 （  嵐・特闘外（ ）     札・休日（ ）    札・藻夜（）星障l）≡陣場（ 〉  ム  
再鯵    〉【  時間外 x    休日  ×    廉夜  ×  軋   ×  丸■時間外 ×     軋・体8  ×    軋・剖E ）く 幸 障＋ 〉  

指導    稔柏   Ic稚     P指 l細    薇 l継技  佃洒 l術尖      F  局 IF洗     医管 lその他  
蔓開 × ×             ≡処方 x  投♯・注射1内屯外注  喜情 × ＋ X 困 × ×  鹿         ×    X  

X 線  枚  平  × 韮  X          捕   ×    X  そ  
鹿  ； 
査   X     X     EMR・X  X  X  X l査…’■■‾‾‾‾’㌻‾■          ×        ×  他  

う蝕 lx    投手   ×   ×  墳墓   X        除去  ×  X  Xl知覚過敏 × X 恒調 ×  X              ラ／く－    X  

×   患    X  根    ×        ×   級    ×                  惑    ×   加    ×  X  
生切・・・・▲・■ト・・…－－・・・・  X  

×   礁    x  処 t  

手 術  ×       ‡艶   ×   童埋   x   ＋  x         切闊  X  X  

そ  
の  ・  
他  ▲  

林野    伝麻 Xl没畦 ×      その他  

袖鯵I  社持管理        X      X      〉く    印象   ×   ×   ×   X   X   X   X   X  X  

偽 冠  X  
X  X  X  

X  ）く  

成  形  支台築遥    メタル…削、X 書大 ×lその他…前小 × 抹 x  

インレ一半純    インレ一棟維    前歯3／4冠  4／5冠  全部鋳造冠    前装併進冠    ン   EE   ×1研せIx  
薗  X   ★  裸  光明   〉く  X  

冠  ×  ★   ×   〉く  ジ   〉（  充Ⅰ  ）く  X  

X  X  X   ×   X  ★    軋  ×  充 墳  X  

X  〉く  X  推理  ×  

億 微  ×  〉（  ）く  装菊  ×     X    そのt  X  

及  大ニ   X  〉く  ×   〉く  装着  
ぴ  14K  X  ★  材料   仮着   X  X  

×  

蔓下  

べ  ・一：  欠 根  

X    双大 x 岳 玖大 × ……－…・・・－・・…・・・・・一t－・▲▲・・－・▲・・・・・－・…・－－・・    胤14双 x 杯双  × …レスは  X ・■‖・■ト・・－－－－・・・・一－・－…－・－一三ーーーー・・・・・・－－－・－・・・・・－－・－一丁・－－・・・－－・・・・－・－・・…・・－・・－・－・－・・・■             ×      X  
床  人     ×      X  

敲 装  エ  歯  
X  

× X  

×  竪        ＋  × ×  
そ  
の  
他  

そ  
の  
他  

点 数決剋座  倉 田‘  
鶴  

患者鯛拘斬  
tり  要  （公粁）  

高拙筆m贅  l】     一鉱員択馴 欄叩Il  ll  

金斬免敗・支払統F  

様
式
第
三
 
（
第
二
粂
関
係
）
 
 
 

備考 1．この用紙は、日本工業規格A列4番とすること。  

2．※印の欄は、記載しないこと。  



〔調剤報酬明細書〕  

掛ド  

○調剤報酬明掴 

平成年月分 

市町村  老人医嘲：  

番号  の受給 番  霊要望 階宴≡三悪怠墓謂ほ≡策思；                   保険者                 語1098・           番 号                  讐 7（）  

公費負  会戦負担 …  
医療の受．  

誓著者  
被保険者証・被保険者  

昔番号I  

公費角  手剛号・番号 

担著書  仏者番号享  
号（亨）   

保険斐  

局の所  
ユ男2女l明2大計昭．ト平  生  在地及  

桝上の事由恥配2下船後3月以内3拙災害  び名称  

保所  保  6  促  
阪在  

7  

司険  回  
医地  

険  
8  

十一  
療及  医  

同  
国  

構び  
関名  

氏  9  

の称  名   10  回  

医師   処方月日  開剤月日   
処  方  調剤  調 剤 報 酬 点 数  

公賓分点致  
番号  致景                   医薬品名・別路・開放・判型・用法  匝位薬剤科         調剤料   薬 剤 科   加 算 料  

点  点  点  点   点  

※高 額  円  

摘  
療養欄  

汝公鮎貝  点  
担点数  

要  
r・＝  －  

担点数  
請  求  点    ※  決   定  点    一部負担金額  円  薬 学 管 理 料  点  

保  

険  波根剖（円）免除・支払猶予  

公  点    欒  卓  円  点  
賛  
くp  

点    淀  与  ．  円  点  点  
公 智  

点  

十争  

様
式
第
五
 
（
第
二
粂
関
係
）
 
 
 

備考 1．この用紙は、日本工業規格A列4番とすること。  
2．※印の柵は、記入しないこと。  



科人醐酬 

市町村  
人医頭  ム．  

書 号 ：  貰成年月分県析  尉去                 …芸志ほ謂  」宰・妻垂                    保険者             語1098           受給   番 号           璧 7（）  

＝  公費角   
誓青春  

♯の 合着書号j  

∴＝「…  

療の費 青書号ぼ  

氏  保険医  
舵機閑  
の所在  

名1男2女川2大3昭岬 生  地及び  
職務上の事由    1職務上 2下船捷3月以内 3通勤災害  名称  

分類番j  

診断群分領区分・  
日  

ム  ・資   日  
傷病名   【CD       傷病名   

副傷病名 1  10       刷傷病名 」  帰  
Rl  毒   

今回入院年月日   平成  年  月  日  今回退院年月日   平成  年  月  日  ：  日  

傷  
病  
価  
報  包  

括  
許  

価  
入  紡  
退  分  
院  
情  
租  

息  
者  
基  
礎  
情  出  
報  架  

診  高  

療  部  

閲  分  

連  
情  
報  

※高額療養♯  円       獣公賢負担点数   点  

基準  円X回  
食  円×同  

食生  円XEl  
事  

ま・免・増・Ⅰ・Ⅱ・3月超  

細  水   点     ※  決   定  点  貴通金額円  求  円   ※  決   定  円   （標準負担額） 円  

ぶ  点     難  蔵書割（円）免除・支払猶予  円  円  円  

托  点     紫  点   
公 欝 囲  

円  円  円  

円      回  

様
式
第
九
 
（
第
二
粂
関
係
）
 
 
 

備考 1．この用紙は、日本工業規格A列4番とすること。  
2．※印の欄は、記入しないこと。  



特定健診・特定保健指導に係る情報  

（表面）  

特定健康診査受診結果通知表   

既 往 歴  

服  薬  歴  喫煙歴  

自 覚 症 状  

他 覚 症 状  

項  目  基 準値  
年   月  日  年 月 日  年 月 日   

身  長  （cm）  

体  重  （kg）  

身 体 計 測  
腹  囲 （cm）  

B  M  I  

収 縮 期 血 圧（mmHg）  
血  圧  

拡 張 期 血 圧（mmHg）  

中 性 脂 肪（mg／dI）  

血中脂質検査                HDL－コレステロール（mg／dl）  

LDL－コレステロール（mg／dL）  

G  O  T （IUハ）  

肝機能検査                    G  P  T （IUパ）  

γ － G T P （IU／l）  

血糖検査  
空 腹 時 血 糖（mg／dけ  

（いすれかの項ヨの粟提で可）  

ヘモグロビンAIc   （％）  

糖  

尿 検 査  
蛋  白  



（裏面）  

赤 血 球 数（万／m巾  

貧 血 検 査                血 色 素 量 （g／dl）  

ヘマトクリット値 （％）  

心 電 図  

検   査   
所  見  

眼 底 検 査  所  見  

メタポリッウシンドローム判定  

医師の判断  

判断した医師の氏名  

（備考）  

1．この用紙は、日本工業規格A列4版とすること。  
2．「性別」の欄は、該当しない文字を抹消すること。  
3．基準値を外れている場合には、「＊」を測定結果欄に記入すること。  
4．「メタポリックシンドローム判定」の欄は、「基準該当／予備群該当／非該当」を記入すること  
5．「医師の判断」の欄は、   

①特定健康診査の結果を踏まえた医師の所見   
②貧血検査、心電図検査及び眼底検査を実施した場合の理由   

を記入すること。   





12尾錠指キの豪施扶芳  

1）初回面按による三雄  

一任書  
岨能町  

覆指名 ）導・  

書手  渡  銀縁導  
名号   緻   

支往影取  
嶋  行動変容ステージ   保錠1輝夫稔内容  t．tl劇  

雅  乙グループ  
■   

t実施時間）   

△ム△△  ・生着℡慣と也鯵結集の関係につい  
（1）■関心欄  て  1．別 之○分）  

初 回   00CID  
ほ）朋心嘲  ・堰堤的な食事1．運動量の甘受の  
（3）墜惇欄  乙グ一レープ  

珠示 ・生者冒すの楓り違リ  （分）   

kl  ・行動甘綜および什国のモ定  

（露飾〉   【 〉   l〉  【）   

2）蛙枝的な支鰻（旺曙．体王．血l王については中間陣¢喀l壬必ま．しかし、他の恒＝ニついては実施していない場合Ii記駐の必羊はない）   

（1）   佃計グルーナ儲Å・モーI㈹もAによる支線（支娃A〉  

←■●  
しこンー■＝  昏馳加■   支  
穫縮   欄   ・ご し   緩  
〉礪：   稟  王十  

手書   
旦   ■  敷  生者習慣の改善扶讃   

増  
炸琴の槌譲  施  ポ  

l．h匂∧  イ  
正  （芙篤嶋Ⅳl〉   ン  
敗  ト   

ロ 中  
I同  

D   
000  食琴口  

▼l■l■■T■■○  20分   
k  

達也D  80   

珊■lH  

tコ  

6  

ケ  
l   （分）  

〕  
月 騨  
犀   軌  

ロ  
中  

陸聖諾讐  

間  

【コ   
ODO 000  食事口  

■11●■一月叶■  加分  運動ロ  lO   

白  
I3 
6  

l  l   （分）  

ケ 月  
絆  
■  陸等量廷慧讐 已な〕  

ロ 中  
14 

【コ   
l．個別  160  

食事□  
Ⅶ  
巨  

口  
6  

ケ  
（分）  

月  
絆  
薗  mH l  mmH ロ  匿…欝．故H靴〕 匪乳1．改管ほ化〕 陸鷲鼻墓私な〕   違地口 家仕口  



ほ）モ珪Bによる支援（支援B）  

佳促指導艶閑名   番号   最低線導有名  旋種   美徳年月日   実施時I司   支提  ポイント   

平成18年？月‡3日   5分   

2  

ユ  

l  

1D  

5  

‘  

I  

○  

（3）○－m■旧による支庄（支援B）  

支援  
尾錠拝辞橡拭名   署号   住鉱拍手舌名  職種   実施年月日   実施国数  ポイント   

平庇18年t明23日   1往饗   S   

2  平成18年10月9日   1往捜   5   

3  

l  

10  

5  

6  

†  

且  

136ケ月後の坪色（ただし、腹匿．捧呈、血圧を美穂し‾nヽない場合は記載の必要はない）  

へ保機  
＝＝－・白   

哩植毛  年  期  
保瞳指導  

血   
支提彫心  

ー魂－  

考苛   B  戚  濾  圧  l王  生活晋慎改善の状況  l．哩封  

名号  致  数   2．グループ  

増  】．‘E法人  

戚  l．亡Ⅶ‖人   

致   

△△ム△  

6  
t璽別  

ケ  12ひ分）  

月  之．グ／レープ  

珪   OCl00  
の  

〔簿監戸，．改善Z．靴 〕     （分） 3．電法人  
押  

l分〉  

す  匪乳闇冊化 〕  

（阻阻抑   紙し 
亡nn 【）  k亡 （）  mnH （）  mnIH （）                      陸 〕  



資 料 7  

レセプト請求件数・レセ電普及率（平成19年6月請求分）  

レセプト請求  

件数（百万件）   
レセ電普及率（％）   

医 科   8 5   23．9   

歯 科   16  

調 剤   42   78．5   

計   143   36．9   

: 1 

（注1）件数は、社会保険診療報酬支払基金及び各都道府県国民健康保険連合会の審査分の合計  

（注2）普及率は、レセプト件数ベースであり、社会保険診療報酬支払基金の審査分   



レセプト電算処理システム普及率等  

レセ電普及率  

15／3   19／6   

医療機関   数  ぎ∂   899  野’10，656  
率   1．8   23．9  

病院  数  野  
110  ぎウ1，826  

率   2．1  欝 43．7  

診療所  数   789  野J8，830  
率   

＋  

1．6  …野て   15．8   

薬局  数   軒  2，147  ま野’ 29，593  
率   

野  

10．0  野  78．5   

病院普及率  

50   

45   

40   

35   

30  

5
 
 
 
0
 
 
 
5
 
 

2
 
 
 
2
 
 
 
1
 
 

0
 
 
 
5
 
 

0
 
 

【
 
 
 

平成13／4 平成15／3 平成17／3 平成19／6   

※数は、施設数であり、普及率はレセプト件数ペース。  



資 料 8  

レセプト情報・健診情報の収集・分析に関するこれまでの指摘事項  

「とりまとめ」名   とりまとめられた日   
会議名等   

内容   

IT新改革戦略   平成18年1月19日  IT戦略本部   【レセプト】   

（抜粋）  
・レセプトデータの学術的（疫学的）利用のため、ナショナルデ  

一夕ベースの整備及び制度的対応等を2010年度までに実施す  

る。  

【健康情報】  

・疾病予防の推進等に向け、収集された健康情報の活用方策を2  

010年度までに確立する？   

重点計画－20  平成18年7月26日  IT戦略本部   【レセプト】   

06（抜粋）  ・レセプトデータの学術的・疫学的利用や、医療政策への活用を  

可能とするために、全国規模でレセプトデータ収集を行うための  

方策について検討を進め、2008年度までに全国規模でのレセ  

プトデータ収集・解析のための体制を構築する。また、収集され  

たレセプトデータについては、公益性等を考慮し、広く利活用を  

図る。  

【健康情報】  

・学術的、疫学的活用及び保健医療政策への反映を目的とし、匿  

名化等個人情報保護に配慮した上で、全国的規模で収集・分析す  

べき健康情報及び収集の仕組み、利用のあり方にちいて、（中略）  

2007年度より検討を進める。  



「とりまとめ」名   とりまとめられた日   会議名等   内容   

医療・健康・介  平成19年3月27日  厚生労働省   【レセプト】   

護・福祉分野の情  ・平成20年度末までに、全国規模でのレセプトデータの収集、   

報化グランドデ  分析のための体制を構築し、平成21年度からレセプトデータの   

ザイン  収集・分析を段階的に実施し、平成23年度から厚生労働省にお   

（抜粋）  いて全国規模でのレセプトデータを収集し、分析・公表を実施。  

【健康情報】  

・平成21年度には、引き続き、健康情報を電子的に収集すると  

ともに、全国的にデータを収集して、疫学的に活用できるような  

方策について検討を進める。   

規制改革推進の  平成19年6月22日  閣議決定   【レセプト】   

ための3か年計  ・レセプトデータについては、多くの医療情報が含まれる貴重な   

画（抜粋）  データであり、このデータを収集・蓄積し、分析することは、統  

計学的・疫学的なデータに基づいた質の高い医療を研究し実践す  

る上で非常に有益であると考える。この観点より、レセプトオン  

ライン請求化に合わせ、平成20年度末までにレセプトデータの  

収集・分析体制を構築し、平成23年度以降は全国のレセプトデ  

一夕を収集・蓄積・活用できる体制を構築、運用する。  



主な検討事項（メモ）（案）  

1．レセプト情報・健診情報の収集のあり方   

○収集する情報の範囲  

○個人情報の匿名化  

○情報の保存方法  

2．レセプト情報・健診情報の分析方法・用途のあり方   

○全国医療費適正化計画及び都道府県医療費適正化計画（生活習慣病の  

予防対策、入院期間の短縮）の作成・実施・評価  

○診療報酬改定時の基礎資料（現在、「社会医療診療行為別調査」を実施）  

○学術的な活用等  

疾患の情報、感染症の状況、がんの状況、その他随時の調査  

○分析結果の公表方法  

3．国以外の主体（医療関係者、学術研究機関等）によるレセプト情報・健診情報の   

活用のあり方   

○活用できるものの範囲  

○活用する場合のルール  

4．その他   



資 料 10  

検討スケジュール（案）  

1 初回   

平成19年7月25日（水）  ○フリートーキング  

2 2回目  

平成19年9月頃   ○全体における論点の整理  

○レセプト情報・健診情報の収集方法の  

あり方  

○レセプト情報・健診情報の分析に当た  

っての方法・用途のあり方  

3 3回目  

平成19年10月頃  ○レセプト情報1健診情報の分析に当た  

っての方法・用途のあり方  

○国以外におけるレセプト情報一健診情  

報の活用のあり方  

4 4回目   

平成19年11月頃  ○これまでの議論の整理  

5 5回目  

平成19年12月頃  ○とりまとめ   




